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経営環境が厳しくなる中で、我が国企業は経営の目標と戦略を再編成し、これに合わせ

て業績管理と組織構造の改革を進めている。そこでは、企業が求める雇用の量と質（働き方

と能力）、更には労働者に対する処遇の在り方が変化することとなるが、こうした変化は労働者

は勿論、労働組合にとっても大問題であり、その対応が重要な政策課題となる。 

本報告書では上記の課題に鑑み、①企業内労使関係の変化の方向と労働組合の取るべき

政策は何か、及び②経営構造改革とこれから派生する雇用･労働問題に伴い実施された法的

対応に対する労働組合の課題は何か、という観点から検討した。 

①に関しては、労働組合として、財務指標重視の業績管理とともに人材や組織力を視野

に入れた経営業績評価システムを作り経営をチェックすることが必要であること、また、

②については、労働組合の組織範囲拡大と企業グループ労連機能の強化、労働協約の整備、

及び企業組織変更に関わる事前協議等のルール化が重要であること等を提言している。 
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